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【要 約】新会社法の施行（平成 18年 5月）に伴って、平成 18年度税制改正では役員給与の損金算
入に対して大きな見直しが行われた。つまり法人が役員に対して定期的に支出する給与を役員報酬と
して損金算入とする一方，利益処分などで臨時的に支出する報酬を役員賞与として損金不算入にして
きた規定を厳格化し、要件にあてはまらない役員給与を原則として損金不算入とするよう規定を改め
た。 
 条文構成的にも，従前は法人税法第 22 条の例外規定として，損金不参入が明示されていたが，今
回の改正では，提示された要件に該当しない役員給与は原則損金不参入とされた．会社法や企業会計
基準で役員賞与が明確に費用として位置づけられた扱いとは，大きく異なることとなった． 
 中小企業のデータを用いた 5年間のトレンド分析からは，役員給与が利益調整として機能している
ような傾向は確認できず，従って，企業経営上の判断に従った役員給与の支給がなされているという
ことを含意している． 
 さらに特殊支配同族会社に該当する場合には、基準所得などの要件の下で、業務主宰役員の給与所
得控除に相当する金額を損金不算入とする規定が新たに盛り込まれた．当規定は個人所得と法人事業
における「経費の二重控除」による不公平是正の対応策と位置づけられ，課税の公平性を担保するた
めに，これを抑制する手立てとして規定された意図は理解できる．しかし，現在の「特殊支配同族会
社」の要件においては，「経費の二重控除」が発生しえない法人に対しても，一律に追加的な税負担
が強いられる可能性を否定できない．これを是正するためは，法人課税・個人課税の役割を改めて整
理し，本来課税されるべき所得に対して適切な課税が成されるような調整が必要であるといえる． 
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１．はじめに 
 
 平成 18年 5月 1日の会社法施行に伴って，平成 18年度の税制改正では役員給与に関して大
幅な見直しが行われた．従前は周知の通り，法人が役員に対して定期的に支出する給与を役員
報酬として損金算入する一方，利益処分などで臨時的に支出する報酬を役員賞与として損金不
算入としてきたのである．これに対して平成 18年度改正において，損金算入できる役員給与
を 3つの区分に限定し，その範疇に含まれないものを，原則損金不参入と規定した． 
 会社法においては，役員報酬ならびに役員賞与を「職務執行の対価として株式会社から受け
取る財産上の利益」（同法第 361条）であると位置づけており，企業会計基準委員会（ＡＳＢ
Ｊ）企業会計基準第 4号「役員賞与に関する会計基準」（平成 17年 11月）12でも，役員賞与
を「発生した会計期間の費用」とすることが明確にされた．本来法人税法は，「別段の定め」
を除いては，「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算されるものとする」
（法人税法第 22条）と規定しており，平成 18年度改正の役員給与規定における限定列挙につ
いては矛盾を感じざるを得ない． 
 さらに，実質一人オーナー会社である「特殊支配同族会社」に対しては，一定の要件の下で
オーナー社長の給与所得控除額を損金不参入とする規定が置かれた．この制度の目的は実質一
人オーナー会社と個人事業主との間の経費算入の不平等を是正し，むやみな法人設立による税
負担の軽減を抑制することとされるが，納税者や実務家の間でも不満の声が多く，制度自体が
租税原則である課税の公平性を満たしているかどうか疑問がある． 
 本稿では平成 18年度改正および 19年度改正における役員給与に関する規定を，その改正の
背景・目的・効果・問題点の観点から検証し，今後の役員給与に対する課税のあり方について
検討を加える． 
 
２．平成 18年度税制改正の背景 
 
２．１ 商法改正および会社法公布による影響 
 従来から役員給与に関する会計処理として，役員報酬および役員賞与では取扱いが異なって
いた．つまり，毎月発生する定額の給与を役員報酬として費用計上する一方，決算終了後に利
益処分として支出する役員への報酬は役員賞与であるとして扱ってきた．商法では，会社が取
締役に対して委任した業務の対価として報酬を支払うこととされており，その報酬額に関して
は，次のように規定されていた． 
「取締役ガ受クベキ報酬ハ定款ニ其ノ額ヲ定メザリシトキハ株主総会ノ決議ヲ以テ之ヲ定ム」
（平成 14年改正前，旧商法第 269条）．つまり商法では，役員給与の支給額を取締役自身が決
めるのではなく，定款や株主総会の定めによることとされており，役員賞与に関しても，株主
総会の承認に基づき利益処分として支出されてきた． 
 さらに，役員賞与に関しては，同法第 381条で次のように規定されている． 
「取締役ハ毎決算期ニ左ニ掲グルモノ及其ノ附属明細書ヲ作リ取締役会ノ承認ヲ受クルコトヲ
中小法人の課税所得計算に影響する税法規定の検証 
―  ― 3
要ス 
 一 貸借対照表 
 二 損益計算書 
 三 営業報告書 
 四 利益ノ処分又ハ損失ノ処理ニ関スル議案」 
四の利益の処分または損失に関する議案の中に利益処分案として役員賞与が含まれ，さらに同
法 283条では，「取締役ハ第二百八十一条第一項各号ニ掲グルモノヲ定時総会ニ提出シテ同項
第三号ニ掲グルモノニ在リテハ其ノ内容ヲ報告シ，同項第一号，第二号及第四号ニ掲グルモノ
ニ在リテハ其ノ承認ヲ求ムルコトヲ要ス」として，役員賞与の承認は株主総会の決議事項と定
められていた． 
 これに対して平成 14年の商法改正により，大企業の委員会設置会社では，これまでの役員
賞与の支給形態であった利益処分による金銭の分配が禁止され，役員賞与は通常の事業期間に
費用として支出されることとなった．同時に上場企業等に対しては，業績連動型報酬も認めら
れ，同様に支出時の費用計上処理が求められた．このように役員賞与も含めて職務執行の対価
とする考え方が商法上で明示され，さらに平成 17年 7月に成立した「会社法」へそのまま引き
継がれることとなった． 
 会社法は従前，商法の第 2章に含まれていた合資・合名・株式会社に関する規定や，有限会
社法など，会社に関する法律を統一的にまとめたものである．また，その要請として，近年の
社会通念の変化や，経済情勢の国際化による会社組織の多様化への対応が大きな理由の一つで
あると考えられる．商法と比較すると，例えば株式会社設立における最低資本金制度の撤廃等
の条件緩和や，会社の組織設計の自由度を高めるといった手当が図られた． 
 会社法では，第 361条で具体的に取締役の報酬等に関し以下のように規定している． 
 「取締役の報酬，賞与その他の職務執行の対価として株式会社から受ける財産上の利益（以
下「報酬等」という）についての次に掲げる事項は，定款に当該事項を定めていないときは，
株主総会の決議によって定める． 
一 報酬等のうち額が確定しているものについては，その額 
二 報酬等のうち額が確定していないものについては，その具体的な算定方法  
三 報酬等のうち金銭でないものについては，その具体的な内容 」 
 つまり，「職務執行の対価」である役員の報酬等には，定期同額が前提の従来からの「役員
報酬」はもとより，商法では明記されていなかった，不定期で金額の確定していない従来の
「役員賞与」にあたる報酬についても職務執行の対価に含まれることが明確にされた．また，
支給時期に関しても利益処分ではなく，株主総会の決議によって，いつでも支給可能となった．
すなわち，「役員賞与」も「役員報酬」と同様に会計上の費用として計上することが可能とな
ったのである． 
 
２．２ 企業会計基準第４号「役員賞与に関する会計基準」の設定 
 従前の企業会計基準においては，旧商法 269条 1項等に従った議決による役員報酬について
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は費用として処理し，同法 283条 1項に従った利益処分の決議による役員賞与については未処
分利益の減少として会計処理することを規定していた．しかし，改正商法（平成 15年 4月）
施行への対応として，平成 16年 3月 9日には実務対応報告第 13号「役員賞与の会計処理に関
する当面の取り扱い」を公表している．ここでは株主総会の決議によって支給した役員賞与を，
発生した期間の費用として会計処理することが適当であることを示したが，これまでの慣行に
従った利益処分による支給も当面の取り扱いとして認めていた．しかし会社法の成立に合わせ
て，平成 17年 11月 29日には企業会計基準委員会（ＡＳＢＪ）が企業会計基準第 4号「役員
賞与に関する会計基準」を公表した．ＡＳＢＪでは，平成 15年の改正商法や平成 17年公布の
会社法の影響を受け，多様化しつつある役員給与に関する会計処理の基準化を図ることを意図
して，役員賞与についても役員報酬と同様に職務執行の対価として，株主総会の決議を持って
「役員賞与は，発生した会計期間の費用として処理する」（３．会計処理）ことを定めた．つ
まり改正商法や会社法の施行を受けて，役員賞与も従来の役員報酬と同様に費用処理すること
を規定した． 
 
２．３ 平成 18年税制改正前の税法による損金不算入規定 
 一方，改正前の法人税法においては，これまでおおまかに定期定額に支給される役員報酬は
損金算入で，臨時的に支給される役員賞与等は損金不算入という規定を別途設けてきた．つま
り原則として役員報酬は損金算入であるが，一部損金不算入となるものを限定列挙していた．
ここでは，「過大な役員退職金」以外の「過大な役員報酬等」「役員賞与等」の損金不算入の規
定をとりあげる． 
 
１）「過大な役員報酬等の損金不参入」（旧法法 34） 
「内国法人がその役員に対して支給する報酬の額（次項の規定の適用があるものを除く．）の
うち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事業年度の所得
の金額の計算上，損金の額に算入しない．  
２ 内国法人が，事実を隠ぺいし，又は仮装して経理をすることによりその役員に対して支給
する報酬の額は，その内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上，損金の額に算入しない． 
３ 前二項に規定する報酬とは，役員に対する給与（債務の免除による利益その他の経済的な
利益を含む。）のうち，次条第四項に規定する賞与及び退職給与以外のものをいう．」 
 ここでの「不相当に高額な金額」に関しては，旧法人税法施行令 69条に規定され，一般的
に実質基準・形式基準と言われる判断がなされてきた．すなわち同条第 1項では，実質的な基
準として，①当該役員の職務の内容，②その法人の収益，③使用人に対する給与の支給状況，
④その法人と同種の事業を営む法人でその事業規模が類似するものの役員に対する給与の支給
の状況等，を判断材料として，当該役員の職務に対する対価として相当であると認められる金
額を超える額を不相当であるとしている．また，同条第 2項では形式的な基準として，定款の
規定や株主総会の決議によって報酬の限度額が定められている場合に，その限度額を超えて支
給される報酬額を不相当としている． 
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 形式基準においては，定款や総会決議で確定された限度額というものが明確であるため，実
務上でもその判断は容易であり，特に問題となることも考えにくい．しかし，実質基準におい
ては，不確定であいまいな部分も多く，実務上の判断が難しいケースが多いといえる．例えば
①の職務内容に関して，同様の職務内容に就く役員間で報酬に差がある場合にどのようにその
差を割り出したか，また，②の収益に関しても，収益や利益に対して役員報酬がどの程度の割
合であれば限度内なのか，③使用人給与に関しても同様にどの程度の割合なのかが問題となろ
う．さらに，④同業で同規模の他社の役員報酬の支給状況について，非公開会社の情報を知る
ことは一般的にできないので，納税者が他社との比較によって適正に判断することは不可能に
近い． 
 この規定の本来の趣旨としては，中小企業の役員報酬額は役員自らがある程度自由に設定で
きることから，むやみな節税手段としての利用を抑制するという意味合いも含まれていると解
され，課税の公正性や公平性の観点からの要請としてはやむをえない．しかし「不相当に高
額」といった表現は，税法上「不確定概念」として多用されるのであるが 1，課税要件としては
あいまいな基準であり，課税側と納税側で判断が一致しないことも多い． 
 
２）「役員賞与等の損金不参入」（旧法法 35①） 
「内国法人がその役員に対して支給する賞与の額は，その内国法人の各事業年度の所得の金額
の計算上，損金の額に算入しない．」 
ただし，同条第 2項において，使用人兼務役員に対して支給する賞与が，他の使用人と同時
期に支給される場合の，使用人としての職務に対して適正な賞与の額は損金経理を条件に損金
算入が認められていた．また同条第 3項では，利益処分による役員賞与は損金不算入と規定し，
同条第 4項では役員賞与を臨時的な給与で，毎年一定の時期にのみ支給される役員の給与や，
役員の退職給与を除いたものと示していた． 
 つまり，定期定額に支払われる報酬については損金算入，不定期に支払われる賞与や定額を
超える部分，不相当に高額な部分に関しては損金不算入というのが役員給与に関する改正前法
人税の大前提であった． 
 これに対して，改正商法や会社法，企業会計基準においては，職務執行の対価である役員へ
の報酬・賞与は費用処理するよう求められていることから，税法との明らかな齟齬が生じ，こ
こに役員給与に対する「税法」サイドの対応が求められることとなったのである． 
 
３．改正税法における役員給与の損金不算入規定 
 
 会社法の施行および企業会計基準第 4号の設定に伴って，平成 18年税制改正では，役員給
与に関する規定が大きく見直された．基本的な考え方は，事前に支給額もしくは支給額の計算
方法に定めが決まっている役員給与は損金算入，事前にそのような定めがない役員給与は損金
不算入という判断に従う．具体的には次の 3つの分類に属する役員給与が損金に算入可能とさ
れた．（法法 34） 
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１）定期同額給与 
・支給時期が一月以下の一定期間ごとで，事業年度を通して支給額が同額である給与 
２）事前確定届出給与 
・所定の時期に所定の額を支給することを事前に届け出た給与 
３）利益連動給与 
・同族会社に該当しない法人が執行役員に対して支給する利益に連動した給与 
 
３．１ 役員給与の損金不算入 
 まず従前との大きな違いであるが，旧法人税法では基本的に役員報酬は損金算入で，役員賞
与や過大給与等の例外を損金不参入としていたのに対し，改正税法では原則損金不算入で，限
定的に示した 3つの支給方法に従う場合についてのみ，損金算入を認めるという内容へ条文構
成上，逆逆したといえる．そもそも法人税法第 34条は，同法第 22条の別段の定めを規定して
いるので，本来は従前のように損金算入ができないものを限定列挙すべきであるが，逆に条件
を提示して，それ以外の損金算入を認めないとする条文構成となっている．つまり，本来の業
務執行の対価である役員給与が，3 つの支給方法に含まれない場合はすべて損金不算入として
扱われるという，納税者の立場からはリスクの高い条文構成となっており 2，これは立法上の
問題であると指摘できる 3．いうまでもなく法人税法上の所得概念は，益金の額から損金の額
を差し引いたものであることから，明らかな損金の額である役員給与を，原則として損金性を
否定するような別段の定めは，租税政策上合理性を有するとはとうてい考えられない 4． 
 また，会社法上では報酬も賞与も同じ職務執行の対価として支給されるにもかかわらず，税
法上の異なった規制によって，会社と役員の自由な契約を阻害しているといってよい．改正商
法や会社法によって，会社組織設計や運営のルールは相当柔軟に対応できることとなったにも
かかわらず，こと役員報酬に関しては新たな税法の縛りがかけられた格好となったのである． 
 しかし一方，課税側の立場からすると，従来の役員報酬が「租税回避」の有効な手段として
機能しているとみた場合，「租税回避否認」を基礎においた法理上の全面的な「実質基準」へ
の変遷の過程として，改正法を補完的・規制的な位置づけとみる見解もあろう 5． 
 この点に関しては立法担当者や税務専門家でも，「原則損金不算入」ではないとする条文解
釈を主張する意見もある．平成 19年税制改正でも若干の修正があったが，今後のさらなる見
直しを期待したい 6． 
 
３．２ 役員給与の３つの要件 
 次に具体的に 3つの規定について検討する． 
１）定期同額給与（法法 34①一） 
「その支給時期が一月以下の一定の期間ごとである給与（･･･略･･･「定期給与」という．）で
当該事業年度の各支給時期における支給額が同額であるものその他これに準ずるものとして政
令で定める給与（･･･略･･･「定期同額給与」という．）」 
 この規定は平成 19年改正で以下の見直しが行われた． 
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①三月以内の改定および 
②三月経過後の改定（法令 69①一イ） 
「当該事業年度開始の日の属する会計期間（･･･略･･･）開始の日から三月を経過する日（･･･
略･･･）にあっては，当該会計期間開始の日から四月を経過する日．イにおいて「三月経過日
等」という．）まで（定期給与の額の改定（継続して毎年所定の時期にされるものに限る．）が
三月経過日等後にされることについて特別の事情があると認められる場合にあっては，当該改
定の時期）にされた定期給与の額の改定」 
 従前の役員報酬計算上における任期については，期首から期末までという考え方が一般的で
あったと考えられる．したがって，株主総会で役員報酬額の増額改定が決議された場合に，期
首に遡って役員報酬を改定するということが一般的に行われており，税務上も認められていた．
しかし改正後は，役員の任期を株主総会の日から，翌年の株主総会の前日までと定義し，期首
に遡った増額改定は認められなくなり，期首より 3ヶ月以内の改定とそれ以降の同額支給が損
金算入の条件となった． 
③臨時改定事由による改定（法令 69①一ロ） 
「当該事業年度において当該内国法人の役員の職制上の地位の変更，その役員の職務の内容の
重大な変更その他これらに類するやむを得ない事情（･･･略･･･「臨時改定事由」という．）に
よりされたこれらの役員に係る定期給与の額の改定（イに掲げる改定を除く．）」 
 平成 18年度改正がやや硬直的で，具体的な解釈がわかりづらいものであったことから，平
成 19年度に若干の手直しが行われたのであるが，③臨時改定事由による改定もこのとき新た
に追加された規定である． 
 ここでは事業年度開始後 3ヶ月を越した時期の役員の地位の変更や，新任役員，もしくは会
社合併のケースなどが想定されるが，場合によっては，不祥事による減給なども含まれること
になろう． 
④業績悪化による改定（法令 69①一ハ） 
「当該事業年度において当該内国法人の経営の状況が著しく悪化したことその他これに類する
理由（･･･略･･･「業績悪化改定事由」という．）によりされた定期給与の額の改定（その定期
給与の額を減額した改定に限り，イ及びロに掲げる改定を除く．）」 
 経営状況の悪化による改定事由は平成 18年改定でも規定されていたが，あらためて「業績
悪化改定事由」として明確に規定された．しかし「経営状況の著しい悪化」に対する具体的な
内容は乏しく，基本通達に次の説明がみられる程度である．（法基通 9－2－13） 
「令第 69条第 1項第 2号《定期同額給与の範囲等》に規定する「経営の状況が著しく悪化し
たことその他これに類する理由」とは，経営状況が著しく悪化したことなどやむを得ず役員給
与を減額せざるを得ない事情があることをいうのであるから，法人の一時的な資金繰りの都合
や単に業績目標値に達しなかったことなどはこれに含まれないことに留意する．」 
 また，その解説で次のように補足している．「この場合，どのような事情が生じたときが
『その他これに類する理由』に当たるかについては，事柄の性質上，個々の実態に即して判断
するほかなく，いずれにしても事前に定められていた役員給与の額を減額せざるを得ないやむ
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を得ない事情が存するかどうかにより判定することとなると解される．ただし，『経営状況が
著しく悪化』との規定振りから明らかなように，少なくとも，法人の一時的な資金繰りの都合
や単に業績目標値に達しなかったことなどの理由は，これに含まれないこととなる． 
 また，例えば，経営状況の悪化により従業員の賞与を一律カットせざるを得ないような状況
にある場合は，通常は，本通達にいう「経営状況が著しく悪化したことなどやむを得ず役員給
与を減額せざるを得ない事情」がある場合に当たるといえよう．」 
 この業績悪化事由に関しては，具体的な判断基準が明確に提示されておらず，実務上も対応
の難しいことが予想される．個々の実態に即した判断が必要となってこようが，例えば中小企
業では最近の景気低迷によって，従業員の賞与すら支給できていない状況の企業も多い．その
ような中小企業に上記の解説例だけで判断できないことは容易に想像できる．租税法律主義を
かい潜る通達課税との批判を避けるためにも，例えば対前年比の売上高や利益，人件費などの
指標を例示することなども検討すべきであると考える． 
 
２）事前確定届出給与（法法 34①二） 
「その役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給する給与･･･
略･･･」 
 以前は無条件に損金不算入であった役員賞与が，事前確定給与として，他の従業員への賞与
の支給と同じ時期であれば，事前の届けによって損金算入できるということは，ある意味，企
業のタックス・プランニングにおいてプラスの要因ともいえる．しかし実務上の運用を考慮す
ると，実際には中小企業にとってかなり使い勝手の悪い制度である． 
 この規定も平成 19年改正によって，株主総会の日より 1ヶ月以内の届出が可能となり，時
間的な余裕が与えられるなどの調整が加えられて，運用面での手続きは若干改善された．しか
し，役員の賞与に該当するようなものを，任期の開始前に株主総会で決議し，既定通りの日程
で既定額を支給するという方法は，単に毎月の給与を本来の額より減額して支給し，その差額
を事前確定給与とする場合と，総額では何ら変わらないこととなる．そのようにみると，あま
りメリットは感じられず，届出の手間が余分に発生するデメリットのほうが大きい．運逆資金
の面でも，他の従業員の賞与支給と同じ時期に役員への事前確定給与を支給することによって，
資金ショートに繋がるおそれも考えられる． 
 また，同一の事業年度に 2回の事前確定給与が支給予定の場合に，業績や資金繰り悪化のた
めに後の事前確定給与が支給されなかった場合には，先に支給した事前確定給与が損金不参入
と判断される．しかし役員の任期と事業年度では株主総会の時期により通常 2～3ヵ月のずれ
があることから，届出をした事前確定給与が 2つの事業年度にまたがって支給される場合もあ
る．この場合，あとの事業年度で事前確定給与が決められた額で支給されなかった場合に関し
ての通達および解説を図表１において確認する．（法基通 9-2-14） 
 この事例は 3月末決算の法人において，平成 21年 6月 26日から平成 22年 6月 25日までが
職務執行期間である役員に対し，12月（事前確定給与①）と 6月（事前確定給与②）にそれ
ぞれ 200万円の事前確定給与の支給を届け出た場合を想定している．ここでケース１は事前確 
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図表１ 事前確定届出給与が予定額で支給されなかった場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
定給与①が予定額を下回った（100万円）が，事前確定給与②は予定どおり（200万円）支給
した場合，ケース２は事前確定給与①は予定どおりの支給額（200 万円）であるが，事前確定
給与②は予定額に満たない（100 万円）場合である．上記解説によると，ケース１では事前確
定給与①（100万円）および事前確定給与②（200万円）の両方が損金不算入となる．しかし
一方でケース２は「（この場合事前確定給与②を予定どおり）支給しなかったことにより直前
の事業年度の課税所得に影響を与えるようなものではないことから」事前確定給与①は損金算
入可能で，事前確定給与②のみが損金不算入と扱われることとなる． 
損金算入
100万円　×
損金不算入
100万円　× 200万円　×
200万円　○
損金不算入 損金不算入
H22/3/31 　　　6/25
H21/4/1 H22/3/316/26 　　　6/25
株主総会 株主総会6/26
事前確定届出額
ケース１
6/10 事前確定給与②
届出額　　200万円
12/10 事前確定給与①
届出額　　200万円
事業年度
役員の任期
役員の任期
事業年度
H21/4/1 6/26 H22/3/31 　　　6/25
株主総会 株主総会6/26
12/10 事前確定給与① 6/10 事前確定給与②
支給額　　100万円 支給額　　200万円
ケース２
役員の任期
事業年度
H21/4/1 6/26
支給額　　200万円 支給額　　100万円
株主総会 株主総会6/26
12/10 事前確定給与① 6/10 事前確定給与②
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 これらのケースは，そもそも事業年度と役員の任期とのずれが原因であると考えられるが，
単に事業年度をまたぐかどうかの違いで損金算入可・不可の判断が異なってくるという矛盾は，
実務上の困惑を招くおそれがある．できる限り複雑な解釈が必要な規定は避け，実務上も運用
が容易で，判断しやすい規定が望まれる． 
 
３）利益連動給与（法法 34①三） 
「同族会社に該当しない内国法人がその業務執行役員（業務を執行する役員として政令で定め
るものをいう．以下この号において同じ．）に対して支給する利益連動給与で次に掲げる要件
を満たすもの（他の業務執行役員のすべてに対して次に掲げる要件を満たす利益連動給与を支
給する場合に限る．） 
イ その算定方法が，当該事業年度の利益に関する指標（中略）を基礎とした客観的なもの
（次に掲げる要件を満たすものに限る．）であること． 
 ①確定額を限度としているものであり，かつ、他の業務執行役員に対して支給する利益連動
給与に係る算定方法と同様のものであること． 
 ②政令で定める日までに、報酬委員会（会社法第四百四条第三項 （委員会の権限等）の報
酬委員会をいい，当該内国法人の業務執行役員又は当該業務執行役員と政令で定める特殊の関
係のある者がその委員になっているものを除く．）が決定をしていることその他これに準ずる
適正な手続として政令で定める手続を経ていること． 
 ③その内容が，②の決定又は手続の終了の日以後遅滞なく，有価証券報告書に記載されてい
ることその他財務省令で定める方法により開示されていること．」 
 この規定は，業績に連動した役員給与に関して示されており，旧法人税基本通達 9-2-15に
おいて，他の使用人に対する支給基準と同一の基準で算定することを条件に認められていた，
役員に対する歩合給に類似した支給方法を規定している．ただし，残念ながら「有価証券報告
書を基礎とした」という条文からも明らかなように，中小企業を対象とした制度ではない． 
 しかし，歩合給の制度自体は本来，中小企業の業績向上に向けた経営施策の中で有効な一つ
の手法であると考えられる．というのも，中小企業では規模や人員構成の違いから，必ずしも
大企業のような組織的な事業活動ができているとはいえず，代表や役員など一部の人間の個人
の能力や積極性に負うところが多く，これが要因となって業績が大きく左右されることも少な
くはない． 
 また，中小企業の役員は大企業の役員の立場とは異なり，事業資金の調達に関する様々な貢
献を強いられることが多い．つまり金融機関からの借り入れに対する担保提供や個人保証，も
しくは個人資金の提供などによって 7，会社と責任を共有分担することが一般的となっている．
しかしこのような貢献に対して，直接的に評価されることはなく，ただ単に責任を負っている
という意識が強く働くことであろう．もしこういった役員に対して損金算入が可能な利益連動
の給与制度が適用可能であれば，役員の労働意欲にかなり強いインセンティブを与えるであろ
うし，現状では評価が難しい貢献に対して，報いることが可能になるかもしれない． 
 しかし本規定が上場企業に限定されている最大の理由は，給与算定基準の客観性・透明性の
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確保であろう．今回の一連の役員給与に関する規定の改正の中で，根底にあるのが，中小企業
の役員給与が租税回避に悪用されないように，客観的で公正な支給の形態を模索したものであ
ると言っても過言ではないからである．ただ，昨年来の景気低迷が持続する経済環境の下で，
国内産業の多くを占める中小企業の活性化を求めるならば，公平性や透明性を担保したうえで，
何らかの業績連動給与規定が中小企業でも利用できる仕組みの検討が必要である． 
 
４．中小企業データによる役員給与と利益の推移 
 
 ここで視点を変えて中小企業のデータを基に，今回の一連の役員給与に関する税制改正の元
となる認識について検証を加える．すなわち，「役員給与」と「利益」の関連性から，果たし
て役員給与の増減が利益調整として機能しているのかどうかの推察を試みる． 
 日本の上場企業を対象にした先行研究からは，経営者報酬（役員給与）と利益情報の関係を
有意とした実証結果が示されている 8．その中で乙政・椎葉（2009）は，2001 年 3 月期から
2008年 3月期の上場企業を対象として経営者報酬（役員報酬＋役員賞与）と会計利益の関係
を検証し，両者に正の相関があることを示した（図表２）．しかし本稿で対象とする非上場の
中小企業財務データの収集は一般的に困難であるので，精緻な統計手法を用いた検証は極めて
難しい．そのため限られた条件下ではあるが，既存の利用可能なデータを用いて検証を行う． 
 
図表２ 経営者報酬と会計利益の回帰分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
従属変数： △ ln(comp) t
(1) (2)
-0.043 -0.048
(0.054) (0.052)
0.974**
(0.078)
0.855**
(0.075)
0.692**
(0.062)
0.609**
(0.061)
11,379 11,379
0.055 0.047
16.62 13.99
：経営者報酬（役員報酬＋役員賞与）の変化の対数形
：連結営業利益の前期よりの増減
：1期前の連結営業利益の2期前よりの増減
：連結当期純利益の前期よりの増減
：1期前の連結当期純利益の2期前よりの増減
：カッコ内の数値は標準誤差を示す
：1％水準での有意を示す
《乙政･椎葉(2009)表2より会計利益による分析結果を抜粋し、変数の説明を加えた。》
△ ln(comp) t
△OI t
△OI t-1
△NI t
△NI t-1
（　　　）
**
サンプル数
F値
adj. R 2
定数項
△OI t
△OI t-1
△NI t
△NI t-1
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 利用するデータベースは，非上場の中小企業が対象のＢＡＳＴ平成 20年指標版であるが 9，
ＢＡＳＴには個標データは含まれず，統計（平均）値のみが利用できる．その中に 5年比較と
して平成 15年（決算日が平成 15年中の法人データ）から平成 19年までの黒字企業の財務デ
ータが含まれるので，これらを基に平成 15年の数値を基準（100％）とした指標に変換して 5 
年間のトレンド分析を加える．したがって，平成 18年改正の影響を受けたデータが平成 19年
分として一部含まれることになるが，今回はその部分には特に焦点を当てず，期間を通した推
移をみていく．（図表４「業種別の経常利益と役員報酬の推移」を参照） 
 また，切り口として業種別の平均値を用いるが，サンプル数は単年度換算で総数 111,431 件
（1 業種当たり平均 5,865 件），最も少ない業種が「漁業」で 113 件，最も多い業種が「建設
業」の 21,381件である． 
 グラフ 1～19 は，ＢＡＳＴの大分類である 19 業種ごとの指標をグラフ化したものである．
指標としては「役員報酬」，経費増減の比較対照として「販売費および管理費」「役員外人件
費」を，利益指標としては特別損益加減前で業績を表す指標として「経常利益」，の 4項目を
抽出している．これら 19種類のグラフを「役員報酬」（大分類），「経常利益」（小分類）の観
点から，図表３のとおりに分類した．分類条件の「変動あり」は１年毎の金額の増減が他の指
標と比較して大きいもの，「変動なし」は同様に増減の小さいもの，「上昇傾向」は期間を通し
て増加しているもの，「下降傾向」は同様に減少しているもの，という位置づけである． 
 
図表３ 業種別グラフの分類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
大分類 役員報酬 小分類 経常利益 № 業種名
A 変動あり ① 変動あり 2 漁業
3 鉱業/採石業等
14 宿泊/飲食サービス業
② 変動なし 6 電気/ガス/水道業
10 小売業
18 複合サービス業
B 変動なし ① 変動あり 4 建設業
9 卸売業
12 不動産/物品賃貸業
15 生活関連サービス業/娯楽業
16 教育/学習支援業
19 他サービス業
② 変動なし なし
C 上昇傾向 ① 上昇傾向 5 製造業
7 情報通信業
8 運輸郵便業
13 学術研究/専門/技術サービス
② 下降傾向 なし
D 下降傾向 ① 上昇傾向 なし
② 下降傾向 17 医療福祉
③ その他 1 農業/林業
11 金融保険業 
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大分類Ａ－① 
 「役員報酬」，「経常利益」ともに変動の多いのが，2.漁業，3.鉱業/採石業等，14.宿泊/飲食
サービス業，である．2.漁業は「役員報酬」の上下変動が多少あるが，この動きと比較して「経
常利益」や「役員外人件費」の変化が大きく，ここからは直接的に「役員報酬」と「経常利益」
との因果関係はみられない．3.鉱業/採石業等でも，平成 18年の「経常利益」が他の年と比較し
て突出しているが，「役員報酬」は逆の動きを示しており，「役員外人件費」「販管費」と比
較しても，大きな変化は見られず，やはり因果関係は見られない．14.宿泊/飲食サービス業で
は平成 16年を除いて，「経常利益」に他の指標が追随する動きがあるが，「役員報酬」は他
の指標と比較すると変化が小さく安定的である． 
大分類Ａ－② 
 「役員報酬」の変動が大きく「経常利益」の変動が小さいのが，6.電気/ガス/水道業，10．
小売業，18.複合サービス業である．6.電気/ガス/水道業は「経常利益」の変動が少なく，他の
指標が大きく変化するが，「役員報酬」の変動が「役員外人件費」「販管費」の変動を相殺する
方向へ働いており，利益調整というよりも，経費の安定化の機能を果たしているかのようにみ
える．10.小売業も「役員報酬」が変動しているものの，「役員外人件費」「販管費」の上昇度
合いと比較すると安定的で，こちらも経費の安定化への動きとも取れる． 
大分類Ｂ－① 
 このグループがもっとも多く，6 業種が含まれる．4.建設業，9.卸売業，12.不動産/物品賃貸
業，15.生活関連サービス/娯楽業，は「経常利益」以外の 3指標が同様の動きをしており，か
つ変動もわずかである．したがって「経常利益」の大きな変動に対して他の指標の直接的な関
連性は見られない．16.教育/学習支援業，19.他サービス業，は「役員給与」に若干の変動が見
られるものの，「経常利益」とは逆への動きであり，他の指標よりも安定的である． 
大分類Ｂ－② 
 対象なし 
大分類Ｃ－① 
 このグループは「役員報酬」「経常利益」ともに上昇傾向を示す．通常「経常利益」が増え
ると，業績拡大によって，翌年の「役員報酬」や「他の人件費」が増加するのは一般的である
ので，他の経費と同様な変動で「経常利益」を追随するようであれば，利益調整というよりも，
本来の企業経営の姿とみられる．5.製造業，7.情報通信業，8.運輸運輸業，13.学術研究/専門/技
術サービス，ともに特に異常な動きは見られない．また，「役員報酬」も安定的な上昇傾向を
見せている． 
大分類Ｃ－② 
 対象なし 
大分類Ｄ－① 
 対象なし 
大分類Ｄ－② 
 17.医療福祉，は「経常利益」が直線的に下降傾向で，「役員報酬」も率が多少ゆるやかでは
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あるが，同様の傾向を示す．その中でも「役員外人件費」の上昇が見られ，業種的な利益低下
が特徴的であるが，「役員報酬」による利益調整の可能性は見られない． 
大分類Ｄ－③ 
 1.農業/林業と 11.金融保険業は，いずれも平成 17年の「経常利益」が突出しているが，政策
やその他の要因によって，業績が大きく変動しうる業種であるので，利益の変動は別として「役
員報酬」に関しては安定的に低下傾向である． 
 
 上記の結果を要約すると，次のような傾向が指摘できる． 
１）「役員報酬」の変動は他の指標と比較すると，安定的である． 
２）「役員報酬」の変動は「経常利益」の変動に対して追随する傾向にある． 
３）「役員報酬」が経費総額を安定化する働きが一部で見られた． 
４）「経常利益」が下降傾向のときに，「役員報酬」が上昇する業種はなく，逆に「経常利益」
が上昇傾向のときに「役員報酬」が下降する業種はなかった． 
 今回の検証からは，役員報酬は定期同額支給とする従来からのルールがしっかりと運用され
ており，統計数値を用いた検証からは，役員報酬によって利益調整を行い，節税対策としてい
るような傾向は見られなかった．さらに，経費総額の増加が見込まれるようなケースで，役員
報酬を減額して経費安定化を図るような動きも見られた．つまり役員給与が利益調整として機
能しているのかどうかというと，今回の検証からはそのような傾向が見られず，企業経営上の
判断に従った役員給与の支給がなされているようにみえる． 
 しかし，一方で今回利用したデータは既述の通り中小企業データではあるものの，あくまで
集計値であり個標データではない．つまり，結果はある程度の一般性を持つものではあるが，
例外値が希薄化され必ずしも一般的な事象を捉えた分析とはなっていない．今回の役員報酬に
関わる税制改正の議論の中で立法関係者や実務家等から聞かれた租税回避行動の実態を測る方
法としては，個別実績の積み上げがもっとも有効である．しかし利益調整としての役割を役員
報酬が担っているとしても，それを数値的に明示することは困難であろう．  
 
図表４ 業種別の経常利益と役員報酬の推移 
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11.金融保険業
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５．特殊支配同族会社の規定 
 
 平成 18年の税制改正において，「役員給与の損金不算入規定」と並んで，実務家や税法研究
者等の間で問題提起されたのが，「特殊支配同族会社の損金不算入規定」である．特殊支配同
族会社とは，個人事業主がいわゆる法人成りをした場合などで，オーナー社長やその家族が株
式の大半を所有し，役員についても過半数を占めているような会社を想定している．このよう
な事業体では，実質的に個人事業と変わらないにもかかわらず，法人の所得計算で役員給与を
経費として控除し，さらに役員個人の所得計算段階で給与所得控除を適用することで，経費の
二重控除が起こっているという従来からの指摘を踏まえ，個人事業主との公平性の確保を目的
とした規定である 10． 
 
５．１ 特殊支配同族会社の適用要件 
法人税法第 35条第 1項で規定される特殊支配同族会社の損金不算入に係る条項は以下の通
りである． 
「内国法人である特殊支配同族会社（同族会社の業務主宰役員（法人の業務を主宰している役
員をいい，個人に限る．以下この項において同じ．）及び当該業務主宰役員と特殊の関係のあ
る者として政令で定める者（以下この項において「業務主宰役員関連者」という．）がその同
族会社の発行済株式又は出資（その同族会社が有する自己の株式又は出資を除く．）の総数又
は総額の百分の九十以上に相当する数又は金額の株式又は出資を有する場合その他政令で定め
る場合における当該同族会社（当該業務主宰役員及び常務に従事する業務主宰役員関連者の総
数が常務に従事する役員の総数の半数を超えるものに限る．）をいう．以下この条において同
じ．）が当該特殊支配同族会社の業務主宰役員に対して支給する給与（債務の免除による利益
その他の経済的な利益を含むものとし，退職給与を除く．）の額（前条の規定により損金の額
に算入されない金額を除く．）のうち当該給与の額を基礎として政令で定めるところにより計
19.他サービス業
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算した金額は，当該特殊支配同族会社の各事業年度の所得の金額の計算上，損金の額に算入し
ない．」 
 まずここでは，適用要件である特殊支配同族会社について定義しているのであるが，特殊支
配同族会社に該当するかどうかは，所有と支配力という２つの視点から判断される 11． 
 すなわち所有の視点からは，業務を主宰している役員（業務主宰役員）および業務主宰役員
関連者（業務主宰役員の親族等）によって，90％以上の株式を所有しているかどうかの判断と
なるが，業務主宰役員の位置づけに関しては，法人税基本通達 9－2－53で次のように示されて
いる． 
「特殊支配同族会社の役員給与の損金不算入に規定する『法人の業務を主宰している役員』と
は，会社の経営に最も中心的に関わっている役員 1人をいう．この場合，最も中心的に関わっ
ているかは，事業計画の策定，多額の融資契約の実行，人事権の行使等に際しての意思決定の
状況や役員給与の多寡等を総合的に勘案して判定する．」こととなっている． 
 したがって，通常は代表取締役社長がこれに該当すると考えられるが，単に役職や給与の多
寡のみで判断されるわけではない．というのも，同族会社では借入金の個人保証や担保提供の
問題，対外的な信用などを理由に，名目的な役職と実質的な役割に相違があることも多い．例
えば親子で社長と専務の職についている同族会社の場合などで，ライフサイクルにおける生活
費需要という観点から，社長よりも息子である専務に対してより多く給料を支給するというこ
とはありがちである．このような場合，実質的に社長が会社経営により多く関わっているので
あれば，社長が業務主宰役員となるが，逆に専務である息子が実質的に会社経営に携わってい
る場合などは，役職にかかわらず，専務が業務主宰役員に該当することになろう．一方で，法
人税法上，他にも「同族会社」や「特定の同族会社」の判定基準がある．同族会社の判定では，
株主グループの上位 3位までの株式もしくは議決権の所有が 50％を超える場合に該当し，特
定の同族会社では 1 株主グループで 50％を超える株式もしくは議決権を持つ場合に該当する．
これらの割合と比較すると，特殊支配同族会社の 90％以上というのは，オーナー社長がほぼ
独占的に会社を所有しているケースといえよう． 
 次に支配力の視点であるが，ここでは業務主宰役員とその関連者によって，役員の過半数を
占める同族会社が用件を満たすとしている．また，ここでの役員とは，「常務に従事する役
員」と位置づけられており，法人税基本通達 9－2－54 ではその意義について次のように示し
ている． 
「常務に従事する役員とは，会社の経営に関する業務を役員として実質的に，日常継続的に遂
行している役員をいう． 
(注) 
1 使用人兼務役員のうち，その者に対する役員給与のうち役員としての職務に対する給与が
その会社の使用人としての職務に対する給与を超えるような者は「常務に従事する役員」に該
当するが，単に取締役会の構成員として業務執行に関する意思決定に参画するだけの者は「常
務に従事する役員」に該当しない． 
2 会計参与や監査役は，通常は「常務に従事する役員」に該当しない．」 
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 つまり非常勤役員や，使用人兼務役員に該当しても日常的に経営に参画していないか，もし
くはその役員としての役割が使用人としての役割よりも小さい場合には，常務従事役員には該
当しない．支配力という視点では，適用要件からはずれるための単なる数合わせ的な役員では
なく，業務主宰役員に対して，その職責において対抗できる程度の社内的地位を持った役員の
み該当することになるのである． 
 
５．２ 特殊支配同族会社の適用除外要件 
ところでその適用除外要件に関して，法人税法第 35条第 2項では次のように規定しているの
である． 
「前項の特殊支配同族会社の基準所得金額（当該事業年度開始の日前三年以内に開始した各事
業年度又は各連結事業年度の所得の金額若しくは欠損金額又は第八十一条の十八第一項（連結
法人税の個別帰属額の計算）に規定する個別所得金額若しくは個別欠損金額を基礎として政令
で定めるところにより計算した金額をいう．）が政令で定める金額以下である事業年度その他
政令で定める事業年度については，前項の規定は，適用しない．」  
 基準所得金額とは，当該事業年度開始日前 3年以内に開始した各事業年度を基準期間として，
各基準期間に発生した課税所得金額に，業務主宰役員の給与を加え，基準期間の 3年間の平均
を算定した金額をいう．つまり法人の課税所得を，個人事業主の事業所得に近い金額へ修正し
たものとみなすことができる． 
 また，「政令で定める金額」については，法人税法施行令第 72条の 2の 8において，「政令
で定める金額は千六百万円 12」とされている。したがって，基本的には基準期間となる過去 3 
事業年度の法人税課税所得に，業務主宰役員の給与を加えた金額の平均が，1,600万円を超え
ていなければ，特殊支配同族会社から除外されることになる． 
 さらに，もう一つの除外規定として，基準所得金額が 1,600万円超 3,000万円以下で，かつ
業務主宰役員給与の平均額が基準所得金額の 50％以下であれば，特殊支配同族会社から除外
される．つまり，基準所得を判定基準とした除外要件では，基準所得金額が 3,000 万円超であ
れば無条件に該当し，1,600 万円超 3,000 万円以下の場合は業務主宰役員の給与が基準所得の
50%超を占める場合に該当する． 
 
５．３ 損金算入できない業務主宰役員の給与所得控除額 
 
 特殊支配同族会社に該当した場合の役員給与のうち，損金に算入できない業務主宰役員の給
与所得控除額は図表５の計算による． 
経営情報研究 第 17巻第 2号(2009)，1－25ページ 
―  ― 20
図表５ 業務主宰役員の給与額と損金不算入額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これらの計算式は，当規定が置かれた目的である個人事業主との所得計算上の不公平是正を
図るためであるから，当然ながら個人の所得税計算における給与所得控除の額と一致しており，
この損金不参入額が法人の課税所得計算上，別表加算されることになることはいうまでもない． 
 次に業務主宰役員の給与額と損金不参入額の関係をグラフにしたものが，図表６である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図表５でみると，損金不算入額が 65万円を超えるポイント（業務主宰役員給与が 1,625千
円）では給与に対して 40％の率となっているが，3 段階で逓減していき，給与が 1,000 万円を
超えると給与に対して 5％の率で推移していく． 
 実際に損金不算入額の加算が行われるような同族会社においては，基準所得金額の 1,600 万
円超という要件を考慮すると，業務主宰役員の給与も 1,000 万円を超えているケースが多いと
業務主宰役員給与額 損金不参入額
65万円以下 給与の全額
給与額×40％
（65万円以下の場合は65万円）
180万円超～360万円以下 給与額×30％＋18万円
360万円超～660万円以下 給与額×20％＋54万円
660万円超～1,000万円以下 給与額×10％＋120万円
1,000万円超 給与額×5％＋170万円
65万円超～180万円以下
図表６　業務主宰役員給与と損金不算入額
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予想される．その場合，損金不参入額は業務主宰役員給与に対して 22％以下のところがほと
んどといえるだろう．しかし，仮に 220 万円の所得加算が行われた場合，増加所得に対して少
なくとも 30％以上の追加的な税負担が発生することになり，特殊支配同族会社に該当するか
どうかによって，その差はかなり大きなものといえる． 
 
５．４ 特殊支配同族会社の業務主宰役員給与の損金不算入規定の問題点 
 
 本制度が創設された趣旨としては，個人事業に類似したオーナー会社において，法人段階と
個人段階の「経費の二重控除」が可能となり，個人事業者との不公平が生じているため，これ
を是正するという説明がなされている．つまり，①業務主宰役員が自らへの役員給与を法人段
階（法人税）で経費として計上し損金の額に算入する一方で，②その役員給与について個人段
階（所得税）で給与所得控除を受けることが可能となっているためである 13．さらに会社法に
おける一人会社の全面的解禁や最低資本金制度の撤廃等により，個人事業者が租税回避を目的
とした安易な「法人成り」が増え，法人形態と個人形態の課税上の不公平性が増大していくお
それがあること 14，などが指摘されている． 
 しかし会社法によって，法人成りが今まで以上に容易になったことを理由に，私法上，いっ
たん法人格が与えられた「法人」に対し当然のこととして法人税を課しながら，一方で法人格
を否認するような規定が置かれたと解することができ，この規定が逆に法人の間の不平等を招
き，租税理論の基礎となる公平の原則に抵触することになる 15．今回の一連の役員給与に対す
る法規制は，租税法上も「実質一人会社」の容認を暗黙に想定した法規制となっている 16，と
いう指摘もあり，その意味でも個人所得課税と法人所得課税とを混同した理論根拠に乏しい規
定であるといえよう 17． 
 また，「役員給与の損金不算入」で記述の通り，従前は，法人税法第 22条 3項の公正処理基
準を出発点としながら，例外規定として「別段の定め」を設けて税法によって補完するという
図式となっていたものが，ここでも立場を逆逆して「損金不算入」規定として，企業会計基準
や会社法とは異なって，独立した取り扱いを強制しているとみられる．会社法や企業会計基準
が経済の国際化や社会通念の変化に対応してルールを弾力化していると理解すれば，役員給与
規定に関して，法人税法はそれとは逆の方向へ進んでいるのではないか． 
 次に，「経費の二重控除」は実際に目的的に行われているのか，また，特殊支配同族会社に
該当する法人のすべてに「経費の二重控除」が発生しているのかという問題がある． 
 まず経費の二重控除が発生する仕組みは，個人事業であれば課税ベースとなる事業主収入の
部分が，特殊支配同族会社における業務主宰役員の給与に対しては，給与所得として役員の個
人所得における課税ベースに含まれるものの，給与所得控除部分に関しては課税ベースから除
外されるために，その結果，本来課税されるべき所得に課税されないというものである. 
 給与所得控除自体に対する是非は別として，一般的にその役割は給与を得るための必要経費
としての控除であると理解される．そうすると，業務執行の対価としての役員給与と，労働の
対価としての従業員給与における給与所得控除には別段の差を設ける必要はない．しかし，特
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殊支配同族会社の規定趣旨で想定されている，本来は個人事業としての組織で運営されるべき
ものが，租税回避を目的として法人成りを行った場合にはその限りではない．しかし逆に特殊
支配同族会社の適用要件に該当するような法人であっても，従業員と同様に業務主宰役員の給
与所得控除を必要経費とみなしてもしかるべきケースは少なくはない．形式的には所有と支配
力という視点から一人オーナー会社と判断できても，ある程度の人数の従業員がいる場合や，
業務主宰役員の親族が役員として常務に従事し，かつ業務主宰役員に十分対抗できる発言力を
社内的に有している場合など，組織的にみても法人の業態であり，法人自体がオーナー個人と
は別の独立した存在となろう．そうすると規定趣旨における特殊支配同族会社の想定とは状況
が異なり，そもそも個人事業主と比較すること自体，意味のないものとなりかねない． 
 特殊支配同族会社に該当するかどうかの要件としては，形式基準とならざるを得ないであろ
うが，現状の基準では本来の規定趣旨にはそぐわない法人までその範疇に含まれ，いわれの無
い税負担を強いられている可能性もある．追加的な形式基準として，従業員数を加えるという
考え方も一つの改善策となろうが 18，特殊支配同族会社に対する損金不算入規定は，そもそも
会社法上で認められた法人としての扱いを一部修正し，実質的に個人事業と同様の扱いとする
ものである．現行の法制度の下では，個人所得税と法人所得税はその目的を異にした税として
機能しているのであるから，それぞれに完結できるような仕組みの検討が望まれる． 
 
６．まとめと今後の展望 
 
 会社法の制定を契機として，役員給与に対する扱いは大きく変わった．まず会社法では役員
の給与を職務執行の対価と位置づけ，従前の役員報酬に加えて，利益処分として支給していた
役員賞与についても，役員給与として費用処理することが求められた．これに呼応して企業会
計基準第４号において，役員賞与を費用処理とする基準が設定された．一方，法人税法はこれ
まで第 22条において「公正処理基準」をベースとして，例外的な規定を「別段の定め」として
別途規制するという立場をとってきた．しかし，今回の会社法制定や企業会計基準の設定に関
して法制度としては認容しつつも，例外規定としてではなく限定列挙による方式で役員給与の
損金参入を認めるという対応を図った． 
 具体的には，役員給与に対しては 3通りの支給形態に限って損金算入できるという規定を示
したのである． 
 一つ目が「定期同額給与」であるが，これは従前の役員報酬と類似した考え方で，納税者に
とっても一連の改正の中では受け入れやすい規定ではある．ただし改定に関しては期間（3 ヶ
月以内）や事由（臨時事由・業績悪化事由）を限定しているため，納税者側の事業経営という
観点からみれば，より柔軟性を欠く対応となった．以前は業績をみながら期中に役員報酬を増
額改定することで，法人税額を抑制するような租税回避行動も可能であったこともあり，その
意味では規制の強化もやむを得ない面もある．しかし規定の中には未だあいまいで，説明不足
の面も多く，今後の実務における判断の蓄積や情報公開が求められる． 
 二つ目の事前確定給与であるが，従前は損金算入できなかった役員賞与に該当する給与を損
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金算入可能とした制度でありその意義は大きい．しかし，実際の運用を考えた場合に，手続き
の硬直的な取り扱いや税務署長への事前の届出の手間などを考慮すると，メリットはあまり大
きくはない．今後は制度自体の弾力的な対応や届出の簡素化など，実務上の運用を考慮して，
より使いやすい利用価値のある制度へと改善されることが求められる． 
 三つ目の「利益連動給与」に関しては，現状では上場企業にしか認められない制度となって
いるが，本来，中小企業の役員にとっても有効なインセンティブとなる仕組みである．今後，
わが国の法人の 99％を占めるといわれる中小企業の活性化を図り，日本経済の底上げを図る
一つの有効な施策とも成り得る制度であるので，中小企業においても運用できる仕組み作りが
必要である． 
 中小企業の会計データを用いた検証では，役員報酬によって利益調整を行い，節税対策とし
ているような傾向は明示的には確認されなかった．一方で，役員報酬の増減によって経費安定
化を図るような動きが見られた．データの制約から限られた条件の下ではあるが，今回の検証
からは，役員給与が利益調整として機能しているような傾向は見られず，相対的には企業経営
上の判断に従った合理的な役員給与の支給がなされているようにみられた． 
 「特殊支配同族会社の業務主宰役員の給与所得控除額損金不算入」制度は，これまで度々問
題とされてきた個人事業と比較した場合の法人役員の給与所得控除は，「経費の二重控除」で
あるという批判に対する不公平是正の対応策と説明されてきた．この問題も，本来個人事業と
して運営されるべき組織が，会社法の下での株式会社設立規制の弾力化によって，益々法人成
りを進めることが予想されたことで新たに規制される契機を招いたともいえるのである． 
 確かに，「経費の二重控除」が発生しているという立場からは，課税の公平性を担保するた
めに，これを抑制する手法も考えられてよい．しかし，現在の「特殊支配同族会社」の要件に
おいては，本来，「経費の二重控除」が発生していないような法人に対しても追加的な税負担
が強いられている可能性を否定できない．したがって，これを是正するため，法人課税・個人
課税の役割を改めて整理し，本来課税されるべき所得に対して適切な課税が成されるような調
整が必要であると考える． 
 今回の役員給与に対する税制改正に止まらず，租税法においては徴税機能や国民の意思によ
る要請，社会通念の変化などによって法体系を変えていく必要は今後も生起すると思われる．
租税原則に則った，公平かつより多くの納税者の理解が得られる租税体系へのアプローチが一
層望まれる． 
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＜注＞ 
1 中江博行（2008）p.110.参照． 
2 藤曲武美（2008）pp.115-116.参照． 
3 大江晋也（2008）pp.91-92.参照． 
4 品川芳宣（2008）p.27.参照． 
5 福浦幾巳（2007）pp.16-17.福浦は｢役員給与｣規制の判例法理規制の変遷が「実質基準」から 
「形式基準」へ変遷し，さらに最近の「形式基準」に対する一部修正の創設的な「実質基準」 
 の展開のものと位置づけている． 
6 山本守之（2008）に詳しい． 
7 林仲宣（2008）pp.186-187.参照． 
8 星野（1999），首藤（2003），乙政（2004）などで，日本の上場企業を対象に「経営者報酬」 
 と「利益情報」の関係を実証的に分析し，いずれも有意に正の検証結果を示している． 
9 ＴＫＣコンピューター会計システムを利用するユーザーの財務データを基にした統計資料で， 
 平成 20年版には中小企業 22万社のデータが含まれる．詳細は下記 URL参照のこと． 
 http://www.tkc.co.jp/products/tax_consultants/bast.html 
10 大江晋也（2006）pp.10-26.参照． 
11 植田卓（2007）pp.67-69.参照． 
12 平成 18年改正時点では 800万円であったが，平成 19年改正によって 1,600万円に増額され 
  た． 
13 佐々木浩ほか（2006）p.332.参照． 
14 同上． 
15 品川芳宣 前掲書 p.30.参照． 
16 福浦幾巳 前掲書 pp.19-20.に詳しい． 
17 日本税理士会連合会「平成 19年度・税制改正に関する建議書」，日本公認会計士協会「平 
  成 19年度税制改正に対する日本公認会計士協会の意見・要望について」（2006.10月）p.107.等. 
18 植田卓 前掲書 p.80.に詳しい． 
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